
個人の場合      ・ 産業廃棄物処理業の許可申請（更新含む）

      ・ 産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請
(１) □ 産業廃棄物収集運搬業許可申請書     （様式第６号） 

□ 産業廃棄物処分業許可申請書       （様式第８号） 

□ 産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書（様式第10号） 

(２) □ 事業計画の概要を記載した書類 

□ 収集運搬業 □ 処 分 業 

□ ア 事業の全体計画 □ ア 事業の全体計画 

□ イ 収集運搬する産業廃棄物の種類及び運搬量等 □ イ 処分する産業廃棄物の種類及び処分量等 

□ ウ 運搬施設の概要 □ ウ 処分施設の概要 

□ エ 収集運搬業務の具体的な計画 □ エ 最終処分場 

□ オ 環境保全措置の概要 □ オ 処分業務の具体的な計画 

  □ カ 環境保全措置の概要 

※１
※２

(３) 運搬車両に関する書類 
□ 写真※７ □ 車検証の写し      □ 借用している場合は使用承諾書等の写し 

※１
※２

(４) 駐車施設に関する書類 

□ 配置図     □ 写真※７ □ 付近見取図※６ □ 公図（字限図）※６※７ 

□ 土地・建物の登記事項証明書※７ □ 借用している場合は賃貸契約書等 

※１
※２

(５) 積替え保管施設に関する書類 

□ 図面（平面図、立面図、断面図、構造図）     □ 設計計算書（容量計算書） 
□ 写真※７ □ 付近見取図※６ □ 公図（字限図）※６※７ 

□ 土地・建物の登記事項証明書※７ □ 借用している場合は賃貸契約書等 

※１
※３

(６) 処理施設（保管施設を含む）に関する書類 

□ 図面（平面図、立面図、断面図、構造図）※８ □ 設計計算書（仕様書、能力計算書）※８

□ 写真※７ □ 付近見取図※６※８ □ 公図（字限図）※６※７ 

□ 土地・建物の登記事項証明書※７ □ 処理施設の所有権を有することを証する書類 
□ 借用している場合は賃貸契約書等 

※１ (７) □ 容器等の写真※７

※３ (８) □ 処分後の産業廃棄物の処理方法を記載した書類 

(９) □ 当該事業を行うに足りる技術的能力を説明する書類（講習会修了証の写し） 

(10) □ 事業の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類 

(11) □ 資産に関する調書（銀行の残高証明書及び資産証明書） 
□ 直前３年の所得税の納付すべき額を証する書類(確定申告書の写し(税務署に提出したことが分かるもの))
□ 直前３年の所得税の納付済額を証する書類（所得税の納税証明書（その１））※７ 

     ※経理的基礎の有無に係る判断は、これらの書類を国の通知に基づき審査します。 
      これらの書類で判断ができない場合は追加書類として、経営改善計画書の提出を求める場合や、 
      中小企業診断士による診断書等の提出を求める場合があります。

※５
(12) 申請者に関する書類 

□ 住民票の写し※７（本籍の記載のあるもの） 
□ 成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書※７

※５
(13) 法定代理人に関する書類（申請者が未成年である場合） 

□ 住民票の写し※７（本籍の記載のあるもの）
□ 成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書※７

※５
(14) 使用人に関する書類（政令で定める使用人がある場合） 

□ 住民票の写し※７（本籍の記載のあるもの）     □ 社内管理組織図 
□ 成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書※７

※５
(15) 誓約書 

□ 個人用誓約書 

※４ (16) □ 現在交付されている許可証（原本） 

※１：変更ない場合に限り省略することができる。この場合、変更ない旨を記載した書類を提出すること。 
   変更ある場合は、変更届の提出（変更後10日以内）が必要です。 
※２：収集運搬業の場合のみ。 
※３：処分業の場合のみ。 
※４：新規申請の場合は不要。 
※５：先行許可証の提出によって省略可。（ただし、山形県知事発行のものに限る。） 
※６：該当する部分を図示すること。 
※７：３ヶ月以内のものであること。 
※８：産業廃棄物処理施設設置許可を受けている場合は不要。 
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